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豊明市の給与・定員管理等について 
 

１ 総括  

(1) 人件費の状況（普通会計決算） 

区 分 
住民基本台帳人口 
（28 年 1月 1日） 

歳 出 額 

Ａ 

実質収支 人 件 費 

Ｂ 

人件費率 

Ｂ／Ａ 

(参考) 26 年度

人件費率 

27 年度 
人 

68,706 

千円 

20,677,386 

千円 

 1,363,045 

千円 

3,837,235 

％ 

 18.6 

％ 

19.5 

 

(2) 職員給与費の状況（普通会計決算） 

区 分 
職員数 

   Ａ 

給       与       費 一人当たり 

給与費 B/A 
 ( 参 考 ) 類 似 団 体 平 均 

一 人 当 た り 給 与 費 給  料 職員手当 期末・勤勉手当 計  Ｂ 

27 年度 
人 

462 

千円 

1,630,443 

千円 

 387,675 
千円 

667,690 

千円 

2,685,808 

千円 

5,813 

 

 

千円 

     5,881 

（注）１ 職員手当には退職手当を含みません。 

２ 職員数は、２７年４月１日現在の人数です。 

 (3) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）１ ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するた          

め、国の職員数（構成）を用いて、学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政職俸給 

表（一）適用職員の俸給月額を 100 として計算した指数。 

２ 類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均 

したものである。 

３  平成25年は、国家公務員の時限的な（２年間）給与改定・臨時特例法による給与減額 

措置がないとした場合の値である。 

  

※ ２８年４月１日のラスパイレス指数が、①３年前に比べ１ポイント以上上昇している場合、②３年連続で

上昇している場合、③100 を超えている場合について、その理由及び改善の見込み 
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Ｈ28.1 より定期昇給幅の圧縮を実施。 

Ｈ28.4 に等級別基準職務表を整備し、級号給の切替を実施。 

 

(4) 給与制度の総合的見直しの実施状況について 

 

 

 

 

① 給料表の見直し 

［ 実施 ］（改定実施時期 平成２８年４月１日） 

給料表について、国の見直し内容を踏まえ、平均０．２％引上げ。 

 

② 地域手当の見直し 

実施内容（国基準における場合の支給割合及び当該団体の支給割合） 

 

③ その他の見直し内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

【概要】国の給与制度の総合的見直しにおいて平成２８年度に実施する事項については、地域手当

の支給割合を４月１日から給与法に定める支給割合に引上げ及び単身赴任手当の支給額の引上げを

取り組むとされている。 

単身赴任手当について、国と同様に見直しを実施。（平成２８年４月１日実施） 

 

 

（支給割合）国基準１５％に対し、豊明市においても１５％を支給。 

（実施時期）平成２７年４月１日より実施。段階的に支給割合を引上げることとしているが、平成２８年４月１日

時点は１０％を据え置き支給。 

 

（参考） 

 

平成２６年度の支

給割合 

平成２７年度の支給割合 
平成２８年度の 

支給割合 
4 月 1 日時点 遡及改定後 

国基準による支給

割合 
１０％ １１％ １３％ １５％ 

豊明市の支給割合 １０％ １０％ １０％ １０％ 
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２ 職員の平均給与月額、初任給等の状況  

(1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（28年4月1日現在）  

①一般行政職                                                           

区 分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 
平均給与月額 

（国ベース） 

豊 明 市 ４０．８歳 315,500 円 403,246 円 376,480 円 

愛 知 県 ４１．９歳 326,736 円 428,816 円 382,343 円 

国 ４３．６歳 331,816 円       ― 410,984 円 

類 似 団 体 ４１．８歳 316,886 円 387,164 円 352,967 円 

 

②技能労務職                                                        

区   分 

公  務  員 民  間  

平均年齢 職員数 平均給料月額 
平均給与月額 

(A) 

平均給与月額 

（国ベース） 

対応する民間の 

類似職種 
平均年齢 

平均給与月額 

(B) 
Ａ／Ｂ 

豊 明 市 52.3 歳 34 人 275,162 円 308,052 円 306,188 円 ― ― ― ― 

 
うち清掃職員 45.2 歳 5 人 272,100 円 316,220 円 312,620 円 

廃棄物処理業

従事員 
45.3 歳 290,300 円 1.09 

うち学校給食調理員 53.3 歳 23 人 275,587 円 306,207 円 304,676 円 調理士 39.6 歳 276,600 円 1.11 

うち保育園調理員他 54.4 歳 6 人 276,083 円 308,325 円 306,625 円 調理士 39.6 歳 276,600 円 1.11 

愛 知 県 52.6 歳 321 人 328,459 円 390,153 円 372,202 円 ― ― ― ― 

国 50.4 歳 2,876 人 287,447円 ― 329,358円 ― ― ― ― 

類 似 団 体 50.7 歳 29 人 307,838 円 342,170 円 325,546 円 ― ― ― ― 

区   分 

参考 

年収ベース（試算値）の比較 

公務員（Ｃ） 民 間（Ｄ） Ｃ／Ｄ 

豊 明 市 ― ― ― 

 うち清掃職員 5,106,694 円 3,968,100 円 1.29  

うち学校給食調理員 4,966,976 円 3,685,200 円 1.35  

うち保育園調理員他 5,047,466 円 3,685,200 円 1.37  

（注）１ 「平均給料月額」とは、２８年４月１日現在における各職種の職員の基本給の平均です。  

２ 「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務

手当などのすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかに

されているものです。また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時

間外勤務手当、特殊勤務手当等の手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベ

ースで再計算したものです。 

３ 民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用しています。（平成

２５年～２７年の３か年平均）  

４ 技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において、

完全に一致しているものではありません。 

５  年収ベースの「公務員（Ｃ）」及び「民間（Ｄ）」のデータは、それぞれ平均給与月額を１２

倍したものに、公務員においては前年度に支給された期末・勤勉手当、民間においては前年に支給

された年間賞与の額を加えた試算値です。
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(2) 職員の初任給の状況（２８年４月１日現在） 

区    分 豊 明 市 愛 知 県  国  

一般行政職 
大 学 卒 184,800 円  183,900 円        176,700円  

高 校 卒 150,500 円  149,500 円        144,600円  

技能労務職 
高 校 卒 190,420 円  138,300 円  －  

中 学 卒 190,420 円  126,800 円  －  

 

(3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（２８年４月１日現在）  

 

３ 一般行政職の級別職員数等の状況 

(1) 一般行政職の級別職員数の状況（２８年４月１日現在） 

 

区 分 標準的な職務内容 職員数 構成比 １号給の 

給料月額 

最高号給の 

給料月額 

１ 級 主事補、事務員 ２７人 12.6％ 141,600円 246,600円 

２ 級 主事 ４２人 19.6％ 191,700円 303,400円 

３ 級 主査 ５４人 25.2％ 227,900円 349,200円 

４ 級 担当係長、専門員 ３６人 16.8％ 261,100円 380,200円 

５ 級 課長補佐 ２５人 11.7％ 287,100円 392,200円 

６ 級 主幹 ０人 0％ 317,700円 409,400円 

７ 級 部次長、課長 ２３人 10.8％ 361,800円 444,100円 

８ 級 部長 ６人 2.8％ 407,300円 467,800円 

９ 級 参事 １人 0.5％ 457,600円 526,700円 

（注）１ 豊明市の給与条例に基づく給与表の級区分による職員数です。 

   ２ 標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。 

 

 

 

 

    区    分 経験年数10年 経験年数20年 経験年数25年 経験年数30年 

一般行政職 

 

大 学 卒      263,840 円  該当者なし      385,133  円    442,400 円 

高 校 卒      該当者なし      該当者なし      372,600  円    373,750 円 

技能労務職 

 

高 校 卒      該当者なし      該当者なし      271,080  円    319,300  円 

中 学 卒      該当者なし      該当者なし      274,800 円    該当者なし 
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(2) 昇給への勤務成績の反映状況 
平成２７年９月２日から平成２８年 

９月１日までにおける運用 

豊明市 国 

管理職員 一般職員 特定管理職員 一般職員 

イ 人事評価を実施した ○ ○ ○ ○ 

標準に加え、上位及び下位の区分

も適用 
○ ○ ○ ○ 

標準に加え、上位の区分も適用     

標準に加え、下位の区分も適用     

標準の区分のみ適用     

ロ  人事評価を実施していない     

 

４ 職員の手当の状況  

(1) 期末手当・勤勉手当 

豊  明  市 

 

１人当たり平均支給額（○年度） 

            千円 

愛  知  県  国 

１人当たり平均支給額（27年度） 

1,364 千円 

１人当たり平均支給額（27年度） 

    1,730 千円 
－ 

（27年度支給割合） 

  期末手当      勤勉手当 

    2.60  月分    1.60 月分 

（  1.45 月分  ( 0.75)月分 

（27年度支給割合） 

 期末手当      勤勉手当 

   2.60 月分    1.60  月分 

（ 1.45 )月分  ( 0.75 )月分 

（27年度支給割合） 

 期末手当      勤勉手当 

  2.60  月分    1.60  月分 

（ 1.45 )月分  ( 0.75 )月分 
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 （加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置 

役職加算 5％～20％ 

 

 （加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置 

役職加算 3％～20％ 

管理職加算 4％～25％ 

 

 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置 

役職加算 5％～20％ 

管理職加算 10％～25％ 

 （注） (  )内は、再任用職員に係る支給割合です。 

○勤勉手当への勤務成績の反映状況 
 

平成２８年度中における運用 
豊明市 国 

管理職員 一般職員 特定管理職員 一般職員 

イ 人事評価を実施した ○ ○ ○ ○ 

標準に加え、上位及び下位の成績

率も適用 
○ ○ ○ ○ 

標準に加え、上位の成績率も適用     

標準に加え、下位の成績率も適用     

標準の成績率のみ適用     

ロ  人事評価を実施していない     

 

(2) 退職手当（２８年４月１日現在） 

豊  明  市 国 

（支給率）       自己都合 応募認定・定年 

勤続２０年     20.445月分  25.55625月分 

勤続２５年     29.145月分  34.5825月分 

勤続３５年     41.325月分  49.59月分 

最高限度額     49.59月分   49.59月分 

その他の加算措置    

定年前早期退職特別措置(2～45％加算) 

（退職時特別昇給  なし  ） 

１人当たり平均支給額  5,898千円   20,699千円 

（支給率）       自己都合 応募認定・定年 

勤続２０年     20.445月分  25.55625月分 

勤続２５年     29.145月分  34.5825月分 

勤続３５年     41.325月分   49.59月分 

最高限度額     49.59月分   49.59月分 

その他の加算措置  

定年前早期退職特別措置(2～45％加算) 

 

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、２７年度に退職した職員に支給された平均額です。 

 

(3) 地域手当   （２８年４月１日現在） 

支給実績（平成２７年度決算） １８３，５４３ 千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（平成２７年度決算） ３５６，３９３  円 

支給対象地域 支 給 率 支給対象職員数 国の制度(支給率) 

全 域   10 ％   518 人   15 ％ 

地域手当補正後ラスパイレス指数 

（ラスパイレス指数） 

９５．４  

    （９９．７） 

（注）地域手当補正後ラスパイレス指数とは、地域手当を加味した地域における国家公務員と地方公務員の給与水準

を比較するため、地域手当の支給率を用いて補正したラスパイレス指数。 

（補正前のラスパイレス指数×（１＋当該団体の地域手当支給率）／（１＋国の指定基準に基づく地域手当支
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給率）により算出。） 

 

(4) 特殊勤務手当（２８年４月１日現在） 

支給実績（平成２７年度決算） １，９４５千円 

支給職員一人当たり平均支給年額（平成２７年度決算） ３０，３８４ 円 

職員全体に占める手当支給職員の割合 １２．４ ％ 

手当の種類（手当数）  ４種類 （５手当） 

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価 

防疫等作業手

当 
衛生関係職員 

感染症の病原体の付着した物件又は付着の

危険がある物件の処理作業 
日額  ２９０円 

救急手当 消防職員 救急車で行う救急業務 １回  １５０円 

不快手当 
清掃関係職員 じん芥収集業務 日額  ６００円 

福祉関係職員 行旅病人収容作業 １回１，０００円 

用地交渉手当 土木・建築関係職員 用地交渉等の業務 日額  ２５０円 

 

(5) 時間外勤務手当  

支給実績（平成２７年度決算）  ９６，７４２  千円 

支給対象職員１人当たり平均支給年額 ２６６  千円 

支給実績（平成２６年度決算）  １２９，１１２  千円 

支給対象職員１人当たり平均支給年額 ３２８  千円 

（注） 職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（27 年度決算）」と同じ年度の４月１日

現在の総職員数（管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員を除く。）で

あり、短時間勤務職員を含む。 

(6) その他の手当（２８年４月１日現在） 

手 当 名 内容及び支給単価 
国の制度 

との異同 

国の制度と 

異なる内容 

支給実績 

（27年度決算） 

支給職員１人当たり

平均支給年額 

(27 年度決算) 

扶養手当 

配偶者    13,000 円 

配偶者以外   6,500 円 

～11,000 円 

16 歳以上 22 歳未満の子 

の加算     5,000 円 

同 － 34,609 千円 247,208 円 

住居手当 

借 家 限 度 額 （ 市 内 ）  

27,000 円 

借 家 限 度 額 （ 市 外 ）  

13,500 円 

異 － 24,668 千円 312,259 円 

通勤手当 

交通機関利用者限度額 

       55,000 円 同 － 

22,602 千円 63,134 円 自動車等使用者 2,000 円 

      ～24,500 円 

※片道２㎞未満、不支給 

同 － 

管 理 職 

手  当 

部長職    77,600 円 

課長職    62,000 円 

主幹職    49,900 円 

課長補佐職  43,700 円 

異 

職区分の適用及

び額が一部異な

る 

56,304 千円 632,625 円 
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６ 特別職の報酬等の状況（２８年４月１日現在） 

 
区     分  給 料 月 額 等  

給 

料 

 市   長 

 副 市 長 

886,500 円 

723,600 円 

（参考）類似団体における最高／最低額 

    1,037,000 円／ 435,000 円 

      857,000 円／ 578,000 円 

報 

酬 

 議   長 

 副 議 長 

 議   員 

499,000 円 

445,000 円 

405,000 円 

      629,000 円／ 350,000 円 

      575,000 円／ 300,000 円 

      522,000 円／ 280,000 円 

期 

末 

手 

当 

 市   長 

 副 市 長 

        （２７年度支給割合） 

                  3.20 月分 

 議   長 

 副 議 長 

 議   員 

        （２７年度支給割合） 

                  3.20 月分 

退 

職 

手 

当 

 市   長 

 副 市 長 

  （算定方式）          （１期の手当額）       （支給時期） 

減額前給料月額×在職月数×39.2/100  18,533,760円     任期ごと 

減額前給料月額×在職月数×23.5/100   9,069,120円     任期ごと  

(注) 退職手当の「１期の手当額」は、給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月） 

勤めた場合における退職手当の見込額です。 

 

７ 職員数の状況  

(1) 部門別職員数の状況と主な増減理由                     （各年４月１日現在） 

区 分 

部 門 

職  員  数 対 前 年 

増 減 数 
主 な 増 減 理 由 

平成 27 年 平成 28 年 

普

通

会

計

部

門 

一

般

行

政

部

門 

議  会 

総  務 

税  務 

民  生 

衛  生 

労  働 

農林水産 

商  工 

土  木 

6 

77 

25 

162 

27 

0 

7 

3 

29 

6 

78 

25 

156 

28 

0 

6 

7 

28 

 

1 

 

△6 

1 

 

△1 

4 

△1 

 

愛知県に派遣による増 

 

児童館の指定管理化に伴う減等 

運転手の異動による増 

 

 

農業土木事務の移管に伴う減 

新部署設置に伴う増等 

民間派遣終了による減 

計 336 334 △2 

＜参考＞ 

人口１万人当たり職員数 48.6 人 

(類似団体の人口１万人当たりの職員数 53.88 人) 

教育部門 54 54   

消防部門 70 74 4 広域化準備業務に伴う増等 

小  計 460 462 2 ＜参考＞ 

人口１万人当たり職員数 67.3 人 

(類似団体の人口１万人当たりの職員数 71.71 人) 

会
計
部
門 

公
営
企
業
等 

下 水 道 

国  保 

介  護 

7 

7 

9 

7 

7 

9 

 

 

 

 

小  計 23 23   

合  計 
483 

[ 619 ] 

485 

[ 619 ] 

2 

[ 0 ] 

＜参考＞ 

人口１万人当たり職員数 70.6 人 

（注）１ 職員数は一般職に属する職員数です。 

   ２ [     ]内は、条例定数の合計です。 
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 (2) 年齢別職員構成の状況（２８年４月１日現在）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

        20 20 24 28 32 36 40 44 48 52 56 60 

        歳 ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ 歳 

        未 23 27 31 35 39 43 47 51 55 59 以 

       満                                            上 

 

 

区 分 

20歳 

 

未満 

20歳 

～ 

23歳 

24歳 

～ 

27歳 

28歳 

～ 

31歳 

32歳 

～ 

35歳 

36歳 

～ 

39歳 

40歳 

～ 

43歳 

44歳 

～ 

47歳 

48歳 

～ 

51歳 

52歳 

～ 

55歳 

56歳 

～ 

59歳 

60歳 

 

以上 

計 

職員数 0 人 31人 56人 64 人 66 人 39 人 25人 58 人 44 人 38 人 64 人 0 人 485人 

 

(3) 職員数の推移  

                            （単位：人・％） 

     年度 

部門別 
23年 24年 25年 26年 27年 28年 

過去5年間の 

増減数（率） 

一般行政 337 328 333 335 336 334 △3 （△0.9） 

教育 72 68 59 57 54 54 △18（△25.0） 

消防 71 69 69 70 70 74 3  （4.2） 

普通会計計 480 465 461 462 460 462 △18（△3.8） 

公営企業等会

計計 
25 25 24 23 23 23 △2 （△8.0） 

総合計 505 490 485 485 483 485 △20（△4.0） 

（注）各年における定員管理調査において報告した部門別職員数です。 


